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令和６年度第 1回愛媛県人権施策推進協議会（R６.８.23） 
≪質問等（後日回答分）及び回答≫ 

 

議題（１） 愛媛県人権施策推進基本方針の見直しについて 

 

1 

大

岩

委

員 

資料 2の P.18 人権対策課 

警察官等、公権力の行使等にあたる

職員に対する人権教育への取組み

はどうか。 

県職員については新規採用職員、係長の新

任者、警察官については、新規採用の警察

官及び係長の新任者に人権研修を実施し

ています。 

2 

大

岩

委

員 

－ 県民生活課 

保護司が殺害された事件を受けて、

保護司の安全確保について法務省

の検討・議論状況をお伺いしたい。 

 

本年５月に大津市で保護司が殺害された

事件について、保護観察所に確認をしたと

ころ、以下の回答をいただきました。 

事件の全容について未だ解明されていな

い部分もありますが、本年９月 27 日に法

務省が公表した持続可能な保護司制度の

確立に向けた検討会報告書（案）において、

保護司の安全確保として、今後講じていく

施策等が挙げられています。 

具体的には、これまで保護観察官は、保護

司からの報告により、必要なときには保護

司と必要な意見の交換及び情報の共有を

行っているところ、これらに加え、定期的

に保護観察事件の点検を実施すること等

や、保護観察対象者の再犯リスクや特性を

見極めるに当たって、保護観察所におい

て、アセスメントを効果的に実施するこ

と、そして、面接場所として、第三者もい

る公的施設等を使用したりすることなど

が挙げられています。 

3 

射

場

副

会

長 

資料 2の P24 子育て支援課/義務教育課 

「教育職員等による児童生徒性暴

力等の防止等に関する法律」と「こ

ども性暴力防止法」を基本方針に反

映してはどうか。 

ご提案のとおり修正したい。 

令和６年３月に策定した「愛媛県配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護等並び

に困難な問題を抱える女性への支援のた

めの施策の実施に関する基本計画」にも記

載している「生命（いのち）の安全教育の



p. 2 

推進について」追記します。（少子化対策・

男女参画室） 

「こども性暴力防止法」について、資料２

の P22のとおり基本方針に反映します。（子

育て支援課） 

 

4 

射

場

副

会

長 

資料 2の P25 子育て支援課 

P25 のオで、児童虐待防止対策の充

実の（イ）については、「弁護士から

の司法手続きの助言等を随時受け

られる体制」を「即時」に変えるな

ど、昨今の司法との連携強化につい

て反映してはどうか。 

国の基準を踏まえ、「実質的に弁護士を配

置するのと同等に司法手続きの助言等を

随時受けられる体制を整備する」との表現

に修正します。 

5 射

場

副

会

長 

資料 2の P44 県民生活課 

犯罪被害者について、「害を被る」説

明については検討いただきたい。 

「犯罪等により害を被った者」を「犯罪等

の被害に遭われた方」へ修正します。 

6 武

井

委

員 

 健康増進課 

「いのちの電話」では相談員の人格

を否定するような電話があり、相談

員に研修やケアをしている。精神障

害者センターの相談員はどのよう

な研修やケアをしているか。また通

話は録音しているか、録音のアナウ

ンスを流しているか、お伺いした

い。 

人格を否定するような電話に対する研修

は行っていませんが、相談員がそのような

電話に対応した場合、すぐ上司に報告し、

上司は相談員の対応に問題がないことを

確認のうえ、相談員を労っています。 

また、通話についてはアナウンスを流した

うえで録音していますが、録音を始めてか

ら人格を否定するような電話は減ってお

り、効果を感じています。 

7 射

場

副

会

長 

資料 2の P23 子育て支援課 

県で取り組んでいる母と子を守る

ための施設整備や拡充などについ

て方針に盛り込んではどうか。 

ご提案のとおり、（２）施策の基本方向に

「ウ 困難を抱える妊産婦支援の充実」に

関する取組みを追記します。 

8 射 資料 2の P25 子育て支援課 
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場

副

会

長 

児童相談所の機能強化について、

NPO、民間支援団体との連携スキー

ム、里親支援センターなどの最近の

県の取組みを反映してはどうか。 

ご提案のとおり「オ 児童虐待防止対策の

充実」に「（エ）家庭養育の推進」に関する

取組みを追記します。 

9 矢

川

委

員 

資料 2の P27 長寿介護課 

高齢者の虐待については、発見、見

守りのほかに、防止に重きを置いて

いただきたい。また、養護者に対す

る支援も重要であるので、この２点

を反映してはどうか。 

防止について、ご提案のとおり修正した

い。養護者（家族等）に対する支援は、既

に記載済です。 

10 川

上

委

員 

－ 義務教育課 

子どもの安全確保について、学校内

の安全、特に性被害に特化した対応

なども反映してはどうか。 

ご提案のとおり修正したい。 

11 田

中

委

員 

- 人権対策課 

インターネットの誹謗中傷につい

て、ファクトチェック体制はどうな

っているか。また差別的書込みの対

応方法はどういったものか、その周

知はどのようにしているか。 

モニタリングを実施し、不適切な書き込み

は削除依頼を実施しています。約６割が削

除されているという状況。また県でのモニ

タリングの手法等は市町、関係機関に共有

しており、実際の不適切な書き込みについ

ては、連携して対応にあたることにしてい

ます。 

12 山

先

委

員 

- 人権対策課 

インターネットの誹謗中傷につい

て、モニタリングの実績はどうか。 

民間業者に委託し月 48 時間実施していま

す。令和５年度は差別的な書き込みを 128

件確認。３段階のリスクレベルに分類し、

個人が特定されるリスクレベル２は 29 件

あったため、削除依頼を行い 18 件が削除

されました。なお生命財産被害に対する緊

急性が高いリスクレベル 3は該当がありま

せんでした。 

 

13 ル 資料 2の P38 義務教育課 
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ー

ス

委

員 

学校教育でやさしい日本語を教え

るということを反映してはどうか。 

ご提案のとおり修正したい。 

14 ル

ー

ス

委

員 

- 観光国際課 

外国人相談窓口の EPIC、ミックは、

困難な問題を抱え支援が必要な相

談者に対し、地域の NPOにつなげる

ような方法も検討して欲しい。 

県の相談事業委託先である EPIC と共同し

て外国人相談者を支援する NPO法人等民間

団体についての情報収集を進めるなど、よ

り相談者に寄り沿った対応ができるよう

検討して参りたい。 

15 矢

川

委

員 

- 長寿介護課 

高齢者で身寄りがなく医療・介護等

の支援を受けることが困難な人が

増えていることを問題として認識

している。 

『身寄り』問題は、病気や障害の有無にか

かわらず、また高齢者のみならず全世代的

に課題が発生する可能性があることも鑑

み、市町をはじめとする地域で総合的に取

組みを行うことが求められていると認識

しています。 

・県では、地域包括支援センターをはじめ

とする高齢者支援に携わる市町関係者等

への専門的な助言や、資質向上のための研

修会を開催する等、市町等関係機関と緊密

に連携を図り、高齢者一人ひとりが安心し

て暮らせる地域づくりに取り組んでいま

す。 

なお、基本方針の記載については、 

「３高齢者」の「イ高齢者の主体性を尊重

した暮らしの実現」 

「（ア）高齢者虐待の防止及び成年後見制

度の利用」、 

「ウ 介護サービス等の質の向上 

（エ）地域支援事業の効果的な実施」 

の部分が関連施策となります。 

（参考）厚労省は、「医療機関への入院や介

護保険施設への入所希望者に身元保証人

等がいないことは、サービス提供を拒否す

る正当な理由には該当しない」としてお

り、医療機関や介護施設に対し、身元保証

人を入院・入所の条件としないよう求めて

います。 

16 矢 - 長寿介護課 
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川

委

員 

介護職員等へのハラスメント、高齢

者の家族から介護職員へのハラス

メントによって、介護が必要な高齢

者本人がサービスを受けられない

ことがあると聞き及んでいるので、

問題提起としたい。 

 

介護が必要な高齢者本人が必要なサービ

スを受けることができ、高齢者ご本人の権

利擁護が行われるよう、市町の相談支援の

資質向上の取組を支援する施策を行って

います。 

【参考】 

 この事例にあるような、カスタマーハラ

スメントを行う家族がいるために、高齢者

が必要なサービスを受けることができな

い案件であるならば、高齢者本人の意思等

も確認し、家族からの間接的な虐待に当た

るか等を市町において見極める必要性が

あると考えられます。 

17 大

岩

委

員 

- 長寿介護課 

身寄りがない方のためのシェルタ

ーが、松山市以外に無いことが残念

である。 

今後も、身寄りがない高齢者を含め、住み

慣れた地域で支えあって暮らせる施策を

進めてまいります。 

18 大

岩

委

員 

資料 2の P31 障がい福祉課 

障がい者の地域移行とか、地域にお

ける支援には、相談支援事業が大切

だが、基幹相談支援センターが県内

20 市町中８つしかない状況である

ので、設置に尽力いただきたい。 

20 市町において基幹相談支援相談支援セ

ンターが設置されるよう相談支援事業の

専門的知識を有する相談支援アドバイザ

ーを派遣して助言を行うなど、市町を支援

しているところです。 

引き続き、相談支援体制の整備や充実強化

が促進されるよう努めてまいりたい。 

19 射

場

副

会

長 

資料 2の P51 防災危機管理課 

P51の 13被災者のところは、（1）課

題と現状、P52では（2）災害時の対

応のところをどの課題に対応して

いるか整理していただきたい。 

ご提案のとおり修正したい。 

20 射

場

副

会

長 

資料 2の P59 人権対策課 

「１人１人の心の問題であり」につ

いては、「１人１人の心の問題であ

るといえ、」としてはどうか。 

ご提案のとおり修正したい。 

 


